
 
■ 家畜ふん尿の汚水を浄化処理する場合の排水基準と同様の基
準で放流することが必要となります。河川管理者や水路管理者
に放流する時点の水質基準を確認し、検査のうえ放流すること
が必要です。 

■ 既存の施設でも、利用していれば対象となります。 
■ 沈殿処理槽のみといった、簡易な施設は対象となりません。 
  

      パーラー排水等の雑排水処理
の高度化とは？ 

 
■ パーラーやパイプラインから出る排水(搾乳関連排水)は乳脂肪
など浄化処理し難い物質を含み、水質への影響が懸念されてい
ることから、搾乳関連施設の雑排水処理の高度化により、高い
水準で雑排水を処理することで環境負荷の軽減に貢献します。 

■ 搾乳施設（パーラー又はパイプライン）から排出される全て
の汚水を浄化処理すること。  

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

１４ 
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■ メタン発酵処理により得られたメタンガスをエネルギー 
 利用できる規模を想定した取組を実施することが必要です。 
■ 既存の施設でも、利用していれば対象となります。 
  ただし、２５年度以降に施設を 
 整備し、かつ再生可能エネルギー 
 の固定価格買取制度により売電を 
 行う施設は対象となりません。 

   メタン発酵によるエネルギー 
利用とは？ 

CH４ 

 
■ 温室効果ガスの削減、循環型社会の構築に寄与する新たなエ
ネルギー技術として、バイオマスエネルギーの導入普及が期待
されています。畜産分野においても、ふん尿のメタン発酵等に
よるエネルギー利用が実用化されており、普及を促す必要があ
ります。また、酪農経営から発生するふん尿液肥は、施用時に
アンモニア発生による臭気を伴う上、表面から流出しやすく、
土壌や水系を汚染する可能性もあります。 

  ふん尿を活用したメタン発酵によるエネルギー利用の推進に
よって、温室効果ガスであるメタンの排出を削減し、エネル
ギーとして利用することで電気使用量を減らすとともに、悪臭
の低減等が図られ、環境負荷の軽減に貢献します。 

 
■ 家畜排せつ物をメタン発酵処理施設で処理しエネルギー利用
すること。ただし、２５年度以降に施設を整備し、かつ再生可
能エネルギーの固定価格買取制度により売電を行う施設は対象
から除く。  

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

１５ 
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■ 既存の施設で 
 も、利用してい 
 れば対象となり 
 ます。 
 
■ プレートクーラーから出る温水を乳牛への飲水用や搾乳施設
の洗浄用等として、恒常的に温水を利用できるように、固定配
管で接続される等、一体的に整備している施設についても、認
められます。 

 
  

冷温ヒートポンプ等の 
導入とは？ 

 
■ ミルクヒートポンプシステムは、搾りたての生乳は急速に冷
やす必要があるという点に着目し、牛乳の熱を有効活用したシ
ステムです。 

  そこで、ヒートポンプを設置し、生産した温水を搾乳機械の
洗浄用や乳牛の飲用水等として利用することで、灯油など化石
燃料の使用量を削減し、温室効果ガス排出量を抑制することで、
環境負荷の軽減に貢献。 

■ 生乳の熱を利用した 
 冷温ヒートポンプ等を 
 導入しエネルギー利用 
 すること。  

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

■ 留意事項 

１６ 
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■ サイレージの飼料分析で最低限必要な分析項目は以下のとお
りです。 

  水分、ＴＤＮ、タンパク質、炭水化物、ミネラル 
  

  サイロでの牧草サイレージ調整における
排汁の低減及び適正処理の実施とは？ 

 
■ 牧草のサイレージ排汁はＢＯＤ（生物化学的酸素要求量）が
極めて高く、河川等への流出がないよう適正な管理が必要です。 

■ 牧草のサイレージ排汁は、原料草の予乾を十分に行うことに
より、その発生量を減少させることができることから、原料草
の十分な予乾、サイレージの飼料分析を行うとともに、発生し
た排汁を適正に管理及び処理することにより環境負荷の軽減に
貢献します。 

■ サイレージ化する全ての牧草をサイロ（基本的にはバンカー
サイロ）で調整すること。 

■ 水分率を７５％以下とすることを目標に、原料草の十分な予
乾を行うこと。 

■ 原料草をサイロに詰め込む際に、サイ 
 ロごとに原料草の水分を測定すること。 
■ 発生した排汁は排汁槽に貯留する等適 
 正に管理し、ほ場散布等により適正に処 
 理すること。 
■ サイロごとにサイレージの飼料分析を 
 行うこと。 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

■ 留意事項 

１７ 
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副産物の利用による 
草地の適正管理とは？ 

１８ 
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■ 土壌分析で最低限必要な分析項目は以下のとおりです。 
   ｐＨ、リン酸、カリウム、マグネシウム、カルシウム 
■ 土壌を合理的と考えられる方法で採材するとともに、施用量
を記録する必要があります。 

 
  

■ マメ科牧草は共生する根粒菌により空気中の窒素固定を行う
ことから、化学肥料（窒素）の使用量を抑制することができま
す。 

■ 地域内の製糖業や水産業の副産物であるライムケーキやホタ
テ貝殻等を土壌改良資材（石灰質資材）として有効活用するこ
とで、資源循環の推進、マメ科牧草の維持等による草地の適正
管理、温室効果ガス排出量の削減を図り、環境負荷の軽減に貢
献します。 

■  牧草の作付面積の５割以上で土壌改良資材（石灰質資材）の
散布を実施すること。 

■ 土壌改良資材として、副産物（ライムケーキ、ホタテ貝殻
等）を使用すること。 

■ 土壌改良資材の施用に当たっては、合理的と考えられる方法
で採材し、飼料作物作付地の土壌分析を行い、分析結果を利用
し、施肥に併せて草地に施用すること。 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

■ 留意事項 

全体５０㌶ 

うち４０㌶の牧草地
のうち２０㌶で取組 

牧草地４０㌶ デント
コーン
等１０㌶ うち取組部分２０㌶ 

（取組例） 

ライムケーキ、 
ホタテ貝殻等 



 
■ 本取組については、後述の１１－１～－５のうち１つを実施
してください。１１の取組を実施する場合、環境負荷軽減の取
組の要件を満たすためには、１１以外の取組の中からもう１つ
実施してください。 

■ 地域の慣行基準は、基本的に、 
 ① 化学肥料については、化学肥料の窒素成分の合計、 
 ② 農薬については、化学合成農薬の有効成分量 
 について、都道府県が地域の施肥・防除の実態を踏 
 まえて品目ごとに設定（必要に応じて、地域ごと、 
 作期ごとに設定）してください。 
■ 都道府県は、慣行基準に基づく化学肥料又は農薬の使用量削
減の方法を策定してください。 

■ 都道府県は、化学肥料及び農薬使用量の、慣行基準又は削減
の方法を策定又は変更した際は、その内容を公表してください。  

環境負荷に配慮した 
デントコーン・ソルガムの生産とは？ 

■ 牧草地と比較して多くの堆肥・化学肥料、農薬が必要となる
場合があるデントコーン・ソルガムの作付について、環境に配
慮した生産を行うことで、環境負荷の軽減に貢献します。 

■ １１－１～－５のうち、１つを実施すること。 
■ 飼料作物作付実面積に占めるデントコーン・ソ 
 ルガムの作付面積の割合は、北海道において２割 
 以上、都府県においては４割以上であること。 
■ 都道府県は、１１－３～－５における、化学肥料、農薬使用
量の地域の慣行基準及び削減の方法を策定、公表すること。 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

■ 留意事項 

１９ 
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■ 全てのデントコーン・ソルガムの作付地において、スラリー、
液肥の土中施用を行うことが必要です。 

スラリー等の土中施用 
の実施とは？ 

 
■ 酪農経営から発生するスラリー（ふん尿混合液肥）は、施用
時にアンモニア発生による臭気を伴う上、表面から流出しやす
く、土壌や水系を汚染する可能性があります。 

■ スラリーの施用を表面散布から、土壌へ注入する方法へ変更
することにより、悪臭の低減や、土壌表面からのスラリー等の
流出防止に貢献します。また、土壌内への直接注入により、養
分吸収率が高まるとともに、炭素の土壌貯留が進み温室効果ガ
スを削減します。 

■ 全てのデントコーン・ソルガムの作付地について、スラリー
等の土中施用を実施すること。 

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

土表面に切り込みを入れる スラリー等を切り込みの中に散布 

スラリーの鎮圧等 スラリー等を切り込み付近に散布 土表面に切り込みを入れる 

スラリーインジェクター等 

組み 

合わせ
作業 

「土中施用」は、スラリーインジェクター等の専用機
械を用いる土壌注入のほか、ハロー等で土表に切り込
みや窪地を造り、スラリー等が当該切れ込みに流れ込
みやすい散布を行い、鎮圧等により切れ込みにすり込
む」ようにする必要があります。 

２０ 
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スラリー等とは、ふん・尿混合の液
肥、固液分離後の液肥、メタン発酵
消化液等液状のものをいいます。 

一連の作業は環境負荷軽減効果を高め
るため、時間を空けないようにすること。 



スラリー等の土中施用 
の実施とは？（２） 

■ 留意事項 

１．基本的な取組パターンと交付対象面積との関係 

２．裏作に１年生牧草を、表作にデントコーンを栽培している場合 

① 本事業の交付金交付対象面積は「実面
積」なので、表作の「デントコーン」にのみ
着目してカウントする。 

交付額 15,000円×１６㌶＝２４万円 

全体   
１６㌶ 

デント
コーン    
７㌶ 

 

取組部分 

表作 裏作 

イタリ
アン 

１６
㌶ 

 

② デントコーンを二毛作栽培している場合
は、交付金交付対象面積は実面積でカウ
ントするが、取組は１毛作目、２毛作目どち
らかでよい。 

① デントコーン等の作付割合は北海道２割（都府県４割）以上あること 

交付額 15,000円×３９．９㌶＝598,500円 

デントコー
ン 

  ＋ 

スラリー
土中施用 

全体     
３９．９５㌶ 

うち１０㌶で
取組 

（北海道） 

０．１ヘクタール未満
は切り捨て 

例の面積
要件は、北
海道の場
合 

全体   
１０㌶ 

デント
コーン   
４㌶ 

 

取組
部分 

表作１ 表作２ 裏作 

イタリ
アン 

１０
㌶ 

 

２毛作目で取り
組んでも構いま

せん 

例の面積要件は、都府県の場合 

交付額 15,000円×１０㌶＝１５万円 

２１ 
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■ 取組開始前年のデントコーン・ソルガムの面積が基準となり
ます。以降、取り組む際も基準年として固定されます。なお、
２４年度までに既に取り組んでいる方は、２５年度以降も、こ
れまでの基準年をそのまま適用してください。 

連作防止の実施とは？ 

■ デントコーン等を同一作付地に連作した場合、未利用窒素成
分が硝酸性窒素等として土壌に蓄積すること等が懸念されます。 

■ デントコーン等を連作している作付地を、飼料作物のうち、
表層上の根張りが密集し窒素吸収が高い牧草地等に転換するこ
とにより、土壌中の硝酸性窒素等の過剰蓄積の抑制や温室効果
ガス排出量の削減に貢献します。 

■ デントコーン・ソルガムの作付地において、取組開始前年
（以降、基準年として固定）のデントコーン・ソルガムの作付
面積の２割以上にイネ科牧草等を導入すること。 

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

２２ 
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（取組例） 

全体     
５０㌶ 

（牧草３５㌶、
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１５
㌶） 

（北海道） 

例の面積要件は、
北海道の場合 
（ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等の作
付割合は北海道２
割、都府県４割以
上であることが必
要） 

牧草 
３５㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１５㌶ 

牧草 
３５㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１２㌶ 

３㌶ 

基準年（取組開始前年で固定） 事業実施年度 

コ
ー
ン
畑
に
新
た
に
牧

草
を
作
付
（基
準
年
の

２
割
以
上
） 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等の作付面積が全飼料
作物作付面積の２割以上である

ことが必要 



不耕起栽培又は側条施肥の 
実施ほ場における 

化学肥料又は農薬使用量の削減とは？（１） 

■ デントコーン等の作付は毎年の耕起が必要であり、耕起によ
り柔らかくなった硝酸性窒素等を含んだ土壌が雨水等によって
河川等に流出する可能性があります。また、デントコーン等の
作付には牧草地と比較して多くの堆肥・化学肥料、農薬が必要
となる場合があり、環境負荷が懸念されます。 

■ デントコーンの不耕起栽培又は側条施肥により土壌中硝酸性
窒素等の流出を抑制するとともに、農薬又は化学肥料の使用量
を削減し、環境負荷の軽減に貢献します。 

■ デントコーン・ソルガムの作付地においてデントコーン・ソ
ルガムの作付面積の８割以上で不耕起栽培又は側条施肥を実施
すること。 

■ デントコーン・ソルガムの作付に当たり、不耕起栽培又は側
条施肥実施ほ場において、化学肥料又は農薬の使用量を地域の
慣行基準から３割程度以上削減すること。 

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

２３ 

11-3 

■ 「側条施肥」とは、専用の機械を用いて、苗
近くに局所的に施肥する技術で、通常の施肥に
比べ、肥効が早く利用率も高く、施肥量の低減
が可能な施肥方法です。 

■ 「不耕起栽培」については、９ページを参照
してください。 

 



不耕起栽培又は側条施肥の 
実施ほ場における 

化学肥料又は農薬使用量の削減とは？（２） 

11-3 

■ 留意事項 

① 不耕起栽培＋化学肥料使用量の削減 

全体５０㌶ 

うち 
牧草４０㌶ 
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１０㌶ 

（取組例） 
※ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等の作付割合は北海道で２割、都府県で４割以上あることが必要。   
  例はいずれも北海道の場合。 

■ 本取組は、以下の４パターンの組合せが考えられます。 

牧草 
４０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等作付地の８割以上で 
不耕起栽培＋化学肥料使用量の削減 

② 不耕起栽培＋農薬使用量の削減 

全体５０㌶ 

うち 
牧草４０㌶ 
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１０㌶ 

牧草 
４０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等作付地の８割以上で 
不耕起栽培＋農薬使用量の削減 

不＋化減 
８㌶ 

不＋農減 
８㌶ 

２４ 

③ 側条施肥＋化学肥料使用量の削減 

全体５０㌶ 

うち 
牧草４０㌶ 
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１０㌶ 

牧草 
４０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等作付地の８割以上で 
側条施肥＋化学肥料使用量の削減 

④ 側条施肥＋農薬使用量の削減 

全体５０㌶ 

うち 
牧草４０㌶ 
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１０㌶ 

牧草 
４０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等作付地の８割以上で 
側条施肥＋農薬使用量の削減 

側＋化減 
８㌶ 

側＋農減 
８㌶ 



化学肥料及び 
農薬使用量の削減とは？ 

■ デントコーン等の作付には牧草地と比較して多くの堆肥・化
学肥料、農薬が必要となる場合があり、環境負荷が懸念されま
す。 

■ デントコーン等の作付に使用する農薬・化学肥料の使用量を
削減し、環境負荷の軽減に貢献します。 

■ デントコーン・ソルガムの 
 作付に当たり、化学肥料及び 
 農薬の使用量を地域の慣行基 
 準から３割程度以上削減する 
 こと。 

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

２５ 

11-4 

－３割 －３割 

■ 化学肥料及び農薬の使用量の地域の慣行基準 
 や削減方法は都道府県が策定・公表のものに従 
 ってください（１９ページを参照）。 

全体５０㌶ 

うち 
牧草４０㌶ 
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１０㌶ 

牧草 
４０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１０㌶ 

（取組例） 

例の面積要件
は、北海道の
場合 
（ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等の作
付割合は北海道
２割、都府県４割
以上であること
が必要） 

コ
ー
ン
等
の
作
付
地

で
化
学
肥
料
・農
薬

使
用
量
を
削
減 



心土破砕の実施及び 
農薬使用量の削減とは？ 

■ デントコーン等の作付は毎年の耕起が必要であり、作業用機
械の大型化等により土壌の物理性が変化し、排水不良となって
肥料や土壌が流亡する懸念されます。また、デントコーン等の
作付には牧草地と比較して多くの農薬が必要となる場合があり、
環境負荷が懸念されます。 

■ 心土破砕により肥料の流亡の阻止や土壌への炭素貯留機能の
強化による温室効果ガス排出量の削減に貢献するとともに、農
薬の使用量を削減することにより環境負荷軽減に貢献します。 

■ デントコーン・ソルガムの作付地において、デントコーン・
ソルガムの作付面積の５割以上で心土破砕を実施すること。 

■ デントコーン・ソルガムの作付に当たり、農薬の使用量を地
域の慣行基準から３割程度以上削減すること。 

■ 留意事項 

■ 取組の目的 

■ 取組の内容 

２６ 

11-5 

■ 「心土破砕」とは、専用の機械を用いて、大
型作業機械の踏圧等により、作土層の直下に形
成された耕盤層を破砕し、透水性改善や根圏拡
大を図り、肥料成分の流亡を防止したり、炭素
貯留機能を強化する技術です。 

全体５０㌶ 

うち 
牧草４０㌶ 
ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ１０㌶ 

牧草 
４０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ 
１０㌶ 

ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等作付地の５割以上で心土破砕 

心土破砕 
５㌶ 

（取組例） 

例の面積要件は、
北海道の場合 
（ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等の作
付割合は北海道２
割、都府県４割以
上であることが必
要） 

コ
ー
ン
等
の
作
付
地
で

農
薬
使
用
量
を
削
減 



 
■ 取り組む内容について、次年度の計画を 
 変更しても、交付されます。 

取組にあたっての留意事項 

■ 取組内容の変更 

１５,０００円／ｈａ ０円／ｈａ 

０５ 
無化学肥料
栽培又は無
農薬栽培の

実施 

１１－２ 
連作防止の

実施  

１５,０００円／ｈａ 

０４ 
放牧の実施 

１１－１ 
スラリー等
の土中施用
の実施 

０４ 
放牧の実施 

■ 「１１環境負荷に配慮したデントコーン・ソルガムの生産」の取組を実施
する場合、環境負荷軽減の取組の要件を満たすためには、１１以外の取
組の中からもう１つ実施してください。 

■ １つの取組のみの実施で７,５００円／ｈａの交付金を受け取ることは出来
ません。 

■ 年度途中に取組を変更させることはできません。 

２７ 

１１－１ 
スラリー等
の土中施用
の実施 

２５年度 ２６年度 ２７年度 



 
■ ４ページに書いてあるとおり、組織で事業参加する
場合には、環境負荷軽減の取組は共同で一つの取組を
行っても、農家個々が別の取組を行ってもかまいませ
ん。 

  ただし、組織として共同で取組を行う場合であって
も、個々の農家はそれぞれ２つ以上の取組を実施する
必要があります。 

 

取組にあたっての留意事項（２） 

■ 組織として取り組む場合の留意事項 

２８ 

０１ 
堆肥の適正

還元 

０８ 
冷温ヒート
ポンプ等の

導入 

３戸の構成員からなるＴＭＲ
センター等として参加 

３戸共同
で放牧を
実施 

０４ 
放牧の実施 

１１－１ 
スラリー等
の土中施用
の実施 

Ａ農家 Ｂ農家 Ｃ農家 



 
■ 取組を集団として共同で行う場合の、環境負荷軽減の
取組要件は以下のとおりです。 

取組にあたっての留意事項（３） 

■ 組織として取り組む場合の取組要件（１） 

２９ 

取組事項 取組内容 

１ 
堆肥の適
正還元の
実施 

土壌分析、堆肥の成分分析、施肥設計については、合理的と
考えられる方法で採材し、【１ヶ所×構成員数】以上の回数を
行う。 

２ 
耕畜連携
の取組 

 堆肥の成分分析は合理的と考えられる方法で採材し、【１ヶ
所×構成員数】以上の回数を行う。耕種農家との堆肥の供給
契約は、組織として共同で契約を締結するか、又は構成員全
員が契約を締結すること。 

３ 
不耕起栽
培の実施 

単年性飼料作物を作付けする場合は構成員全員の飼料作物
作付実面積の５割以上、永年性飼料作物を作付けする場合は
構成員全員の面積の２割以上で不耕起栽培を実施すること。 

４ 
放牧の実
施 

構成員全体で、経産牛１頭当たり９０日以上の放牧を実施する
こと。 

５ 

無化学肥
料栽培又
は無農薬
栽培の実
施 

 経営内の全ての飼料作物作付地において、無化学肥料栽培
又は無農薬栽培を実施すること。ただし、草地更新の際は化
学肥料及び農薬を使用することができる。 

 やむを得ず化学肥料又は農薬を使用する場合は、構成員全
員の飼料作物作付実面積の２割以内とすること。 

６ 

パーラー排
水等の雑
排水処理
の高度化 

 搾乳施設（パーラー又はパイプライン）から排出される全ての
汚水を浄化処理すること。 
  パーラー排水等処理施設については、構成員全員が共同で
排水処理を行っていること。 

７ 

メタン発酵
によるエネ
ルギー利
用 

 家畜排せつ物をメタン発酵処理施設で処理しエネルギー利
用すること。ただし、再生可能エネルギーの固定価格買取制度
により売電を行う施設は対象から除く。 
  メタン発酵処理施設については、構成員全員が共同で処理を
行っていること。 



 
■ 取組を集団として共同で行う場合の、環境負荷軽減の
取組要件は以下のとおりです。 

取組にあたっての留意事項（４） 

■ 組織として取り組む場合の取組要件（２） 

３０ 

取組事項 取組内容 

８ 
冷温ヒート
ポンプ等の
導入 

 生乳の熱を利用した冷温ヒートポンプ等を導入し、エネル
ギー利用すること。                  

 冷温ヒートポンプ等の施設については、構成員全員が共
同で利用していること。 

９ 

サイロでの
牧草サイ
レージ調整
における排
汁の低減及
び適正処理
の実施 

 サイレージ化する構成員全員の全ての牧草をサイロ（基
本的にはバンカーサイロ）で調整すること。 

 水分率を７５％以下とすることを目標に、原料草の十分な
予乾を行うこと。 

 原料草をサイロに詰め込む際に、サイロごとに原料草の
水分を測定すること。 

 発生した排汁は排汁槽に貯留する等適正に管理し、ほ場
散布等により適正に処理すること。 
 サイロごとにサイレージの飼料分析を行うこと。 

10 
副産物利用
による草地
の適正管理 

 構成員全員の牧草の作付面積の５割以上で土壌改良資
材（石灰質資材）の散布を実施すること。 

 土壌改良材として、副産物（ライムケーキ、ホタテ貝殻等）
を使用すること。 

 土壌分析は合理的と考えられる方法で採材し、【１ヶ所×
構成員数】以上の回数を行う。 



 
■ 取組を集団として共同で行う場合の、環境負荷軽減の
取組要件は以下のとおりです。 

取組にあたっての留意事項（５） 

■ 組織として取り組む場合の取組要件（３） 

３１ 

取組事項 取組内容 

11 

環境負荷に
配慮したデ
ントコーン・
ソルガムの
生産 

 構成員全員の飼料作物作付実面積に占めるデントコー
ン・ソルガムの作付面積の割合が、北海道においては２割
以上、都府県においては４割以上であること。 
 

-1 
スラリー等
の土中施用 

  全てのデントコーン・ソルガムの作付地において、スラリー
等の土中施用を実施すること。 

-2 
連作防止の
実施入 

 構成員全員の取組開始前年（以降、基準年として固定）
のデントコーン・ソルガムの作付面積の２割以上にイネ科
牧草等を導入すること。 

-3 

不耕起栽培
又は側条施
肥の実施ほ
場における
化学肥料又
は農薬使用
量の削減 

  構成員全員のデントコーン・ソルガムの作付面積の８割
以上で不耕起栽培又は側条施肥を実施すること。 

 デントコーン・ソルガムの作付に当たって、不耕起栽培又
は側条施肥実施ほ場において、化学肥料又は農薬の使用
量を地域の慣行基準から３割程度以上削減すること。 
 

-4 
化学肥料及
び農薬使用
量の削減 

 デントコーン・ソルガムの作付に当たって、農薬及び化学
肥料の使用量を地域の慣行基準から３割程度以上削減す
ること。 

-5 

心土破砕の
実施及び農
薬使用量の
削減 

 構成員全員のデントコーン・ソルガムの作付面積の５割
以上で心土破砕を実施すること。 

 デントコーン・ソルガムの作付に当たって、農薬の使用量
を地域の慣行基準から３割程度以上削減すること。 



 
■ 事業参加者は、農協等が行う現地確認時に、確認のた
めの書類・写真等を現地確認者に提示し、取組を実践し
ていることを証明する必要があります。 

取組にあたっての留意事項（６） 

■ 取組内容の確認・記録（１） 

01 堆肥の適
正還元の実
施 

02 耕畜連携
の取組 

03 不耕起栽
培の実施 

①堆肥・土壌の分析実績、施肥設計の実施状況 

 ・堆肥・土壌分析書（分析項目がわかるもの）、肥料取締法に基づく登録
証（普通肥料・特殊肥料）、施肥設計書、作付作物の種類、堆肥舎数、堆
肥の分別管理の有無等 

②施肥の実施状況 
 ・施肥時期・施肥量を記した作業日誌、写真等 

①堆肥の分析実績 
 ・堆肥分析書（分析項目がわかるもの）、肥料取締法に基づく登録証（普
通肥料・特殊肥料）、堆肥舎数、堆肥の分別管理の有無等 
②堆肥供給の状況 
 ・供給契約書、受取耕種農家・受取量・受取日時・署名のある確認表等 

①飼料作物作付面積及び牧草・デントコーン等不耕起栽培面積 
 ・農地基本台帳、作業日誌、写真等 
②不耕起栽培の実施状況 
 ・作業日誌、写真等 

３２ 

04 放牧の実施 ①経産牛放牧延べ日数及び実施状況 
 ・放牧日誌、作業日誌、写真等 
②７月１日経産牛頭数 
 ・牛個体識別台帳の頭数 

05 無化学肥料
栽培又は無農
薬栽培の実施 

①飼料作物作付面積及びやむを得ず化学肥料又は農薬を利用した場合
の面積 

 ・農地基本台帳、生乳生産管理チェックシート、作業日誌、肥料・農薬購
入伝票、草地更新の有無、写真等 

②普及センター等の助言の内容 

 ・助言文書等 



取組にあたっての留意事項（７） 

■ 取組内容の確認・記録（２） 

07 メタン発酵
によるエネル
ギー利用 

08 冷温ヒートポ
ンプ等の導入 

10 副産物の利
用による草地の
適正管理 

①飼料作物作付面積の確認 
 ・農地基本台帳、作業日誌、写真等 
②副産物の利用状況、土壌分析の実施状況 
 ・作業日誌、副産物の購入伝票、土壌分析書（分析項目がわかるもの）、
作業委託証明書、写真等 

①施設整備及び利用状況 
・施設図面、写真、共同利用の場合は施設管理規定、固定価格買取制度
参加による売電の有無、着工日等 

①施設整備及び利用状況 
・施設図面、写真、共同利用の場合は施設管理規定、エネルギー利用方
法等 

３３ 

09 サイロでの牧
草サイレージ調
整における排汁
の低減及び適
正処理の実施 

①排汁低減の実施状況 
 ・サイロの種類、数、原料草の水分測定結果、サイレージの飼料分析結
果、収穫・散布用機械の使用実績、作業委託証明書、写真等 

11 環境負荷に
配慮したデント
コーン・ソルガ
ムの生産 

-1～-5共通 
①飼料作物作付面積の確認及びデントコーン等作付面積の確認 
 ・農地基本台帳、作業日誌、写真等 
-3～-5共通 
②化学肥料、農薬の使用量の削減状況 
 ・都道府県における肥料・農薬の慣行基準・削減方法の設定状況、生乳
生産管理チェックシート、作業日誌、肥料・農薬の購入伝票等 

-1 スラリー等の
土中施用の実
施 

①スラリー等施用面積・状況 
 ・農地基本台帳、生乳生産管理チェックシート、作業日誌、写真等 

06 パーラー排
水等の雑排水
処理の高度化 

①施設整備及び利用状況 
 ・施設図面、写真、共同利用の場合は施設管理規定等 
②排水の水質 
 ・放流水の分析値、放流河川等の水質基準のわかる書類等 



取組にあたっての留意事項（７） 

■ 取組内容の確認・記録（２） 

-3 不耕起栽培
又は側条施肥
の実施ほ場に
おける化学肥料
又は農薬使用
量の削減 

-4 化学肥料及
び農薬使用量
の削減 

①不耕起栽培又は側条施肥実施面積 
 ・農地基本台帳、作業日誌、写真等 
②不耕起栽培又は側条施肥実施状況 
 ・不耕起栽培又は側条施肥用機械の使用実績、作業委託証明書、写真
等 
③化学肥料、農薬の使用量の削減状況 
 ・３３ページを参照してください。 

①化学肥料、農薬の使用量の削減状況 
 ・３３ページを参照してください。 

３４ 

-5 心土破砕の
実施及び農薬
使用量の削減 

①心土破砕実施面積 
 ・農地基本台帳、作業日誌、写真等 
②心土破砕実施状況 
 ・心土破砕用機械の使用実績、作業委託証明書、写真等 
③農薬の使用量の削減状況 
 ・３３ページを参照してください。 

-2 連作防止の
実施 

①イネ科牧草等の導入状況 
 ・種子・土壌改良材・肥料の購入伝票、牧草導入のための工事等の関係
書類、写真等 
②基準年と当年の牧草、デントコーン等作付面積の確認 
 ・農地基本台帳、作業日誌、写真等 



 
■ 事業参加申込書及び環境負荷軽減型酪農 
 実践計画を作成し、農協等へ提出します。 

参加の手続き等 

① 事業参加の申込み 

■ 飼料作物作付実面積（交付金交付対象面積）を記載し
た交付申請書を作成し、農協等へ提出します。 

③ 交付の申請 

飼料作物作付実面積あたり交付金を受給 

■ 環境負荷軽減型酪農実践計画に基づく取組の実施 
■ 農業環境規範の実践（チェックシートの提出） 

② 取組の実施 

農協等による確認 

 

■交付金の交付のために、事業参加申込書に口座番号を記入する必
要があります。 あわせて、その口座の「通帳表紙裏ページ」のコ
ピーを提出する必要があります。 
■ ＴＭＲセンター等の組織として事業参加する場合は、個人毎では
なく、組織としての参加手続きが必要です。 

■ 飼料作物作付面積を、農地基本台帳等により、明確にする必要が
あります。また、農協等は面積を正しく記入しているか、農地基本台
帳等により確認する必要があります。 

 

３５ 

■ 農協等は、交付申請書に現地確認報告書を添
付して都道府県協議会に提出します。 



参加の手続き等（２） 

 
■ 持続的酪農経営支援事業では、交付金交付を、国（農林水産省本省、
地方農政局等、地域センター）が直接実施することとしております。 

  一方で、事業の推進に必要な現地確認等については、都道府県協議
会が実施主体となり、一部事務を協議会から農協等に委託して実施す
ることとなります。 

■ 持続的酪農経営支援事業の実施体制 
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(参考)化学肥料の種類 

 
「高度化成肥料」・・・Ｎ、Ｐ、Ｋの３要素の合計率が 
           ３０％以上のもの 
「普通（低度）化成肥料」・・・Ｎ、Ｐ、Ｋの３要素の合 
               計率が３０％以下のもの 

本事業における「化学肥料」とは、「化
学的に合成された肥料」であり、「化成肥
料」のほか、「窒素質肥料」、「リン酸質
肥料」、「加里質肥料」などの「単味肥
料」も該当します。  

■ 「化成肥料」の種類 

 
「窒素質肥料」・・・硫酸アンモニウム、塩化アンモニウ 
          ム、塩酸アンモニウム、尿素 など 
「リン酸質肥料」・・・過リン酸石灰 など 
「加里質肥料」・・・塩化カリウム、硫酸カリウム など 

■ 「単味肥料」の例 

（注）上記以外の肥料であっても、化学的に合成さ
れた肥料であれば、本事業における「化学肥
料」に該当しますが、 

  「有機農産物の日本農林規格」別表１に掲げ
る肥料及び土壌改良資材（※）は「化学肥料」
には該当しません。 

 

（※）天然物質に由来する「炭酸カルシウム肥
料」、「硫黄」、「微量要素」、「熔せいりん肥」、
「塩化ナトリウム」など 
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問い合わせ先 

 
農林水産省生産局畜産部畜産企画課 
畜産環境・経営安定対策室 

 ０３－３５０２－８１１１（代表） 
（内線）４８９０ 

 

 持続的酪農経営支援事業につきましては、最寄りの都道
府県協議会（ＪＡ等）、農林水産省（農政局、地域セン
ター）にお気軽にお問い合わせ下さい。 

■ 農林水産省本省 

 
北海道農政事務所 農政推進課     ０１１－６４２－５４１０ 
東北農政局 生産部 畜産課      ０２２－２２１－６１９８ 
関東農政局     〃        ０４８－７４０－３３２３  
北陸農政局     〃        ０７６－２３２－４３１７ 
東海農政局     〃        ０５２－２２３ー４６２５ 
近畿農政局     〃        ０７５－４１４－９０２２ 
中国四国農政局   〃        ０８６－２２４－９４１２ 
九州農政局     〃        ０９６－２１１－９５２５ 
沖縄総合事務局 農林水産部  
生産振興課 畜産振興室        ０９８－８６６－１６５３ 

■ 地方農政局等 
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